
財務省訓令第 12号

国 税 庁 長 官

国税庁の事務の実施基準及び準則に関する訓令を次のように定める。

平成 13年 1月 6日

財務大臣  宮 澤 喜

国税庁の事務の実施基準及び準則に関する訓令

(訓令の目的)

第 1条 この訓令は、中央省庁等改革基本法 (平成 10年法律第 103号)第 16条第 6項第 2号の規定
に基づき、国税庁の事務の実施基準及び準則を定めることを目的とする。

(国税庁の所掌事務)

第 2条 国税庁は、財務省設置法 (平成 11年法律第 95号)第 20条に定める事務を所掌し、別表に

掲げる法律を執行する。

(事務の実施基準)

第 3条 国税庁は、その所掌する事務の実施に当たり、納税者の自発的な納税義務の履行を適正か

つ円滑に実現するため、納税環境を整備し、適正かつ公平な税務行政を推進することにより、

内国税の適正かつ公平な賦課及び徴収の実現を図るとともに、酒類業の健全な発達及び税理士

業務の適正な運営の確保を図ることを基準とする。

(準則)

第 4条 国税庁は、前条の基準にのっとり、次の各号に掲げる事項を準則とし、透明性と効率性に

配意しつつ事務を行うものとする。

一 内国税の適正かつ公平な賦課及び徴収の実現を図ることについては、次に掲げるところによ
る。

イ 納税環境の整備
(イ)申 告及び納税に関する法令解釈及び事務手続等について、納税者に分かりやすく的確
に周知すること。i

(口)納税者からの問い合わせ及び相談に対して、迅速かつ的確に対応すること。
(ハ)租 税の役割及び税務行政について幅広い理解及び協力を得るため、関係省庁等及び
国民各層からの幅広い協力及び参加の確保に努めていくこと。
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口 適正かつ公平な税務行政の推進
И)関 係法令を適正に適用すること。
(口)適 正申告の実現に努めるとともに、申告が適正でないと認められる納税者に対しては
的確な調査及び指導を実施することにより誤りを確実に是正すること。

0ヽ)期 限内収納の実現に努めるとともに、期限内に納付を行わない納税者に対して滞納処
分を執行するなどにより確実に徴収すること。

仁)納 税者の正当な権利利益の救済を図るため、不服申立て等に適正かつ迅速に対応する
こと。

二 酒類業の健全な発達を図ることについては、次に掲げるところによる。
イ 酒類業の経営基盤の安定を図るとともに、醸造技術の研究及び開発並びに酒類の品質及び
安全性の確保を図ること。

口 酒類に係る資源の有効な利用の確保を図ること。
三 税理士業務の適正な運営の確保を図ることについては、次に掲げるところによる。
税理士は、税務に関する専門家として、独立した公正な立場において、申告納税制度の理念

に沿って、納税義務者の信頼にこたえ、租税に関する法令に規定された納税義務の適正な実現

を図るという使命を負っている。これを踏まえ、税理士が申告納税制度の適正かつ円滑な運営

に重要な役割を果たすよう、その業務の適正な運営の確保に努めること。

附則

この訓令は、平成 13年 1月 6日から施行する。
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ί
ヨに の !約 実 伴施 つ 相続

I 昭和29 194
77 る内 す る

ロ
: の I 30

つ

υ

78 昭和30 104
79 :日 □ 44
80

l 31 107
81 の の I 昭和31 114
82 ′lヽ 業 代 等 昭和31 115
83 ′ゝ
1日 公共 昭和31 134
84 圏和32 26
85 1日 の f 32 41
86 発 昭和32 55
87 等とのと の I 昭和32 94
88 弓l 等支 法 昭和32 109
89 る法| 昭和32 135

□証■



90 公 の 医、 医及 薬剤師の公務災 に関す

昭和32 143
91 の の適正化及び | る 昭和32 164
92 4ヽ I 昭和32 185
93 国箋 動 年金法 _ 昭和33 70
94 昭和33 99
95 の につい の に 33 109
96 △

r=: 昭和33 128
97 33 158
98 産業投資特別会計の貸付の財源に充てるための外貨債の発行に蘭〒る
法律 昭和33 178
99 昭和33 192
100 I る 男1 昭和34

■

′

101 郵便 の旧預 等に対し旧預 資金 属の運用 の カロ の

部を
に
交付す るための 大蔵省預金部等損失特男:j処理法第四 条の 臨時特

昭和34 43
102 :雙:l の : する 昭和34 135
103 昭和34 141
104 ′

■ 147
105 の の | 昭和34 165
106 1日 日 昭和34 198
107 の I 昭和34 199
108 じん 昭和35 30
109 1日 )漁業協同組合聖五促進法 昭和35 61
110 法 昭和36 48
111 の行為 による被 等に対する 付 の 給に

昭和36 215
112 児塁 昭和36 238
113 コ1 昭和37 66
114 当 止フIマ 昭和37 134
115 亜生王壼主 昭和37 139
116 外国人等の国際運輸業に係 所得に対する相互主 による所 の

非課税に関する法律 昭和37 144
117 公 共 昭和37 152
118 の | 付金 和38 61
119 外 1墜重2壺包亜墜LZ塑鐙 昭和38 63
120 :日 ′1ヽ 昭和38 64
121 昭和38 133
122 略和38 168
123 の支 | 昭和39 134
124 所待 33
125 昭和40 34
126 ! 昭和40 100
127 :日 40 120
128 f の l する 昭和40 121
129 地フ ヽ

昭和40 124
130 子 昭和40 141
131 ス 昭和40 156
132 野ヨ 昭和41 103
133 の | 昭和41 109
134 ■ △ハ アヽ | る の近代化の に関 る 昭和41 126
135 雇用 昭和41 132

年金法

1昭和 40



136 昭和42 23
137 免 昭和42 35
138 の | る J:」 法 昭和42 57
139 昭和42 78
140 31 : リ の | する 昭和42 114
141 昭和42 121
142 l日 I す る I る 昭和43 53
143 昭和 44 38
144 租税条約の に伴う所得税法、法 税法及び地方 の | 関

昭和44 46
145 ′ ヽ 昭和44 79
146 の の て |

口

“ 45 13
147 昭和45 31
148 の I 男 昭和45 77
149 質

υ 78
150 曜禾口45 84
151 廃棄塑Ω処理ユ至童掃に関する

~顧

葎 昭和45 137
152 昭和46 34
153 の い 1こ る 昭和46 50
154 昭和46 73
155 昭和46 89
156 工 昭和46 112
157 の | r 昭和46 :29
158 沖縄振興開発特別措置法 昭和46 131
159 航空機燃料税法 ，

′

160 エ 昭和47 73
161 昭和48 53
162 及 済に関する 昭和48 79
163 災害弔慰全の支給等に関する法律 昭和48 82
164 化 地の固定 税の課税の適正化に伴う宅地化

昭和48 102
165 公 ! 昭和48 111
166 国民生活安定緊急措置法 昭和48 121
167 壺塾塾堕全量壁董二園立昼堕壁量置法 昭和49 ４

，

168 会社臨時特別税法 ０

） 11
169 工 の | 昭和49 57
170 昭和49 79
171 昭和49 116
172 昭 1150 61
173 昭和51 43
174 昭和51 45
175 五 の の めの 昭和52 34
176 ′ ヽ 止 52 84
177 l I る 昭和52 94
178 の | る 昭和52 96
179 小 昭和53

●
４

180 石油 昭和53 25
181 五 の 減 のための 45
182 エ の合理化にル ― の 54 49
183 グ●

フL 昭和54 55
184 :日 興 昭和55 19
185 犯 昭和55 36



186 代 エネル の 入の | する 昭和55
，
′

187 五 の めのハ
嶼

υ 90
188 旧)日 イゝ

昭和57 63
189 老人 昭和57 80
190 エ 地 発 昭和58 35
191 五 ノヽ 分の の | 昭和58 67
192 1 昭和59 72
193 日 センター 昭和60 92
194 特 小企 昭和61 97
195 の I の る法ハ 昭和 61 108
196 62 23
197 する 昭和63 66
198 ハ の の する 昭和63 85
199 昭和63 108
200 ロ

カ 平成 2 15
201 法 り

乙 22
202 の 興 の めの の 進 の整 | 平成 2 71
203 司,¬~ の 田農 助 についての所得税及 法人税の

I 平成 3 1

204 地域 ! おける平不ロ回復活 す るため ■
7
¬
~ 年 I おし てヽ

Zヨ野
■ふ|
ヨ曖
OI■ずベ き財政上 の 措置 : 必要 な財源 の確保 ! 係る臨時措置 I 関す
法 平成 3 2

205 生 の の :
●
● 48

206 口ｍ 法 ●
０ 59

207 う
０ 69

208 平成三年 の水田 業確立助成 金についての所得税及 法人税の
: 平成 4 1

209 人 平成 4 15
210 崚

ヨ̀R の : る の の | す ４

． 62
211 地方拠 の 備及 業務 設の再配置の促進に関する法

平成 4 76
212 平成四 の 田 業 金についての所得税及び雇天 の

I する 平成 5 1

213 エネル の 用 の 理化及び再 の利用に関す 活動の
l 平成 5 18

214 民

υ 91
215 ¬,¬~

の

五年度の水田 活性化 についての所得税及 法
る 平成 6 6

216 の のための 屹 6 29
217 七 の のための 平成 6 110
218 | | 平成 6 117
219 のための の け |

「

′
●
４

220 平成六年 の水日 活性化 助金についての所得税及 人税
の に る法 平成 7 8

221 阪 ・淡路大震災の 災者 に係る国税関係 の に関する
平成 7 11

222 阪
の

路 震災に つ法人の破 及 び
ンヽ
7ミ社 の

=更
低資本

イヽ
コ匡の 希」限

する 平成 7 42
223 保 T

■~ え 7 105
224 l る ロ

イヒの 1及 ロ 平成 7 112
225 の水田営農活平

臨

七

に る法

化助 助金についての所得税反 人税

平成 8 1



226 ノヽ の のた の ０

０ 18
227 ら い の廃止に T

¬
~ Ｏ

Ｕ 28
228 の の r 平成 8 95
229 についての所得税及び法人八年度の平 ネ甫

スヽ
エ

の

調整

る 9平
つ
４

230 式の消却の手 法の に関する: 関 る ｎ

● 55
231 ■,

■
~ ｎ

● 89
232 正な課税の を図 ための国外 に係る の 中

山
の内国

■7
¬
~ 9 110

233 ｎ

υ 123
234 十 の の めの 10
235 についての所得税及九年 の
■,
¬
~ 調 助 助 人
の 10

羹

υ

236 10
237 用して作成する国税関子計算機 法等のの

10T
¬
~ 員

υ

238 の | 10 36
239 の の の l 10

〓

υ
り
こ ス ― ツ の i0 63
241 法 10 66
242 生のためのの 10 132
243 財源の確保に係る 別措承継 に伴い必要

′ゝ
7ミ のにおける
る 平成10 137

244 平
て
十年度の緊 等につい生 対策水田調整

の 11■,
¬
~

245 に対応して早 所得 法人税の負
する

ベ 及会の

11
Ｏ

υ

246 及び 平 11 10
247 支 11 18
248 の い 生 の方 の | 11 110
249 力 11
250 の処 の | 11 36
251 「

り

ヽ
′

∃

】
σ

の緊 水田 確立助 ■■■― 、́
マ !― ン

人いての

平成

12■,T
●

‘

252 平和条約国 没者 る弔 の支で

12 114


